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1. 2023年3月期第3四半期の連結業績（2022年4月1日～2022年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期第3四半期 67,945 5.6 1,359 △24.0 1,548 △20.9 854 △25.2

2022年3月期第3四半期 64,338 1.2 1,788 △12.3 1,957 △19.2 1,141 △15.5

（注）包括利益 2023年3月期第3四半期　　883百万円 （△22.2％） 2022年3月期第3四半期　　1,135百万円 （△16.0％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年3月期第3四半期 78.54 ―

2022年3月期第3四半期 104.94 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2023年3月期第3四半期 48,560 14,180 29.2

2022年3月期 46,320 13,625 29.4

（参考）自己資本 2023年3月期第3四半期 14,180百万円 2022年3月期 13,625百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年3月期 ― 0.00 ― 30.50 30.50

2023年3月期 ― 0.00 ―

2023年3月期（予想） 32.50 32.50

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 91,454 6.0 2,900 17.2 2,936 8.3 1,742 5.8 160.19

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年3月期3Q 10,987,200 株 2022年3月期 10,987,200 株

② 期末自己株式数 2023年3月期3Q 109,201 株 2022年3月期 109,201 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年3月期3Q 10,877,999 株 2022年3月期3Q 10,877,999 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件
及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧ください。

２．決算補足説明資料は2023年２月14日に当社ウェブサイトに掲載いたします。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、社会活動における制限が緩和されたことから、景気が持ち直

していくことが期待される一方で、新型コロナウイルス感染症の長期化による感染者数の増加や、緊迫した国際情

勢、原材料価格の上昇、円安の進行などによる経済活動への影響などもあり、依然として先行き不透明な状態が続

いております。

当社グループを取り巻く事業環境は、人材関連業界におきましては、国内人口減が進行する中でも人材需要は高

まっており、人材の活用形態や働く価値観が多様化する中で、デジタルを駆使して就業者に最適な働き方を提供す

ることが求められております。国内におけるＩＴ人材の需要は引き続き旺盛であり、人材不足への対応として海外

人材の活用が期待されております。また、人的資本への投資の機運が高まっており、育成型派遣など、人材サービ

スの付加価値向上が求められております。

教育業界におきましては、少子化を背景に教育市場は縮小傾向にありますが、新型コロナウイルス感染症を契機

とするオンライン授業の定着に加え、文部科学省のＧＩＧＡスクール構想に基づく、学習ログを活用した個別最適

化学習提供など、教育におけるＤＸ推進が求められております。また、リカレント教育やリスキリングなど、人的

資本への投資を背景としたスキルアップへの需要が高まっております。

介護業界におきましては、国内の高齢化率は過去最高水準となっており、30％を超えると予想される2025年を控

え、介護サービスに対する需要拡大が見込まれる一方で、依然として人材不足の深刻化が重要な課題となっており

ます。

このような状況において、当社グループでは、「サービスモデル変革と事業のリストラクチャリング」を成長戦

略のテーマとし、ＩＴツール開発・活用、サービスのコンテンツ化を推進するとともに、綱領「為世為人」、バリ

ュープロミス「ＳＥＬＦｉｎｇ」から成る当社グループの経営理念に基づき、社会と人々に貢献すべく「人を育て

る」事業、「人を社会に送り出す」事業を中心としたビジネスモデルの強化・発展に取り組みました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は前年同期比5.6％増の67,945百万円となりました。利益

面では、人材関連事業と介護事業の減益により、営業利益は前年同期比24.0％減の1,359百万円、経常利益は前年

同期比20.9％減の1,548百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比25.2％減の854百万円となりまし

た。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①人材関連事業

人材関連事業におきましては、人材派遣では、高まる人材需要に対応すべく求人投資を実施し、新規就業スタッ

フが増加したことから売上は順調に推移しましたが、期中の大型連休における経済社会活動正常化機運の高まりや

新型コロナウイルス感染症の影響による有給取得日数の増加などから、人件費率が上昇する結果となりました。海

外ＩＴエンジニアについては、入国制限の緩和にともない採用を強化したことで、稼働者数が増加いたしました。

ＲＰＡ導入支援サービスは、研修関連サービスを中心に好調に推移いたしました。

業務受託では、行政助成金関連など、新型コロナウイルス感染症関連の案件が減少したことから、ＲＰＡ関連業

務など新規案件の獲得に努めました。

この結果、人材関連事業の売上高は前年同期比4.7％増の39,202百万円、営業利益は人件費率の上昇や人材獲得

費用の増加などにより、前年同期比34.3％減の823百万円となりました。

②教育事業

教育事業におきましては、教育のデジタル化を図る「ヒューマンアカデミーＧＩＧＡスクール構想」に基づき、

学習者の不安や挫折を解消すべく、「ＳＥＬＦｉｎｇ」提供を付与した独自の学習マネジメントシステムである

「ヒューマンアカデミーａｓｓｉｓｔ」のサービス提供を開始いたしました。

社会人教育事業では、引き続き授業のオンライン化、ＶＯＤ化を促進いたしました。入国制限緩和の影響から、

日本語教師養成講座の契約数が増加いたしました。また、就業支援事業など、行政を対象とするサービスの提案強

化に努めました。

全日制教育事業では、総合学園ヒューマンアカデミーにおいて、主力であるパフォーミングアーツカレッジに加

え、新たに開設したｅスポーツカレッジや動画クリエイターカレッジなどを中心に在校生数が増加いたしました。

児童教育事業では、ロボット教室が堅調に推移したことに加え、ＳＴＥＡＭ教育需要の高まりから、科学教室で

あるサイエンスゲーツや、さんすう数学教室の在籍者数が増加いたしました。

国際人教育事業では、入国制限が緩和されたことから、日本語学校への入学が進み、在籍者数が大幅に増加いた

しました。

保育事業では、登戸ナーサリーを含む４ヶ所の認可保育所を神奈川県内に開設いたしました。
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この結果、教育事業の売上高は前年同期比8.4％増の18,203百万円、営業利益は前年同期比83.2％増の398百万円

となりました。

③介護事業

介護事業におきましては、運営する施設において介護職員のマスク着用、消毒・換気などを実施し、新型コロナ

ウイルス感染拡大の防止策を徹底しながら、安心して利用できるサービスの提供に努めました。

小規模多機能型居宅介護施設やグループホームなどでは、前期に開設した施設の利用者数が増加いたしました。

デイサービスでは、新型コロナウイルス感染症の影響により稼働率が低下したことから、各施設の人員の再配置

に注力いたしました。

各施設運営においては、介護職員の作業負担減少を図るべく、タブレット端末の導入やシステム活用を推進する

とともに、人材の獲得と定着のため介護職員の処遇改善を実施いたしました。

この結果、介護事業の売上高は前期に開設した施設の利用者が堅調に推移したことなどから、前年同期比2.1％

増の8,537百万円となりましたが、営業利益は処遇改善による人件費率の上昇や、水道光熱費の高騰などによる運

営費の増加により、前年同期比73.7％減の72百万円となりました。

④その他の事業

スポーツ事業におきましては、プロバスケットボールチーム「大阪エヴェッサ」のホームゲームが通常開催とな

ったことにより、チケットおよびグッズ販売が回復いたしました。また、ファンクラブにおけるゴールド会員枠の

拡大などを通じ、熱量の高いブースターの獲得・育成に注力いたしました。

ネイルサロン運営事業におきましては、大多数の店舗で通常営業となったことから、既存顧客の呼び戻しと新規

顧客の獲得に注力いたしました。また、自社ブランド商品の拡販を図るべく、営業体制の強化に努めました。

ＩＴ事業におきましては、教育事業との連携を強化し、当社グループ内におけるＤＸ案件を推進いたしました。

この結果、その他の事業の売上高は、前年同期比15.5％増の1,989百万円、営業損失は21百万円（前年同期は176

百万円の営業損失）となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、48,560百万円となり、前連結会計年度末の46,320百万円から2,239

百万円増加いたしました。

流動資産につきましては、40,128百万円となり、前連結会計年度末の37,743百万円から2,384百万円増加いたし

ました。これは主に、未収入金が153百万円減少したものの、現金及び預金が2,445百万円増加したことによるもの

です。また、固定資産につきましては、8,432百万円となり、前連結会計年度末の8,577百万円から144百万円減少

いたしました。これは主に、子会社株式が287百万円増加したものの、建物が210百万円、繰延税金資産が215百万

円減少したことによるものです。

次に負債合計は、34,380百万円となり、前連結会計年度末の32,695百万円から1,684百万円増加いたしました。

流動負債につきましては、24,563百万円となり、前連結会計年度末の23,807百万円から756百万円増加いたしまし

た。これは主に、契約負債が1,958百万円減少したものの、未払金が1,499百万円、預り金が988百万円増加したこ

とによるものです。また、固定負債につきましては、9,816百万円となり、前連結会計年度末の8,887百万円から

928百万円増加いたしました。これは主に、長期借入金が845百万円増加したことによるものです。なお、契約負債

は、主に教育事業において、受講申込み時に受講者様よりお預かりする入学金および受講料であり、役務提供に合

わせ売上へ振り替えております。契約負債8,331百万円のうち、教育事業における計上額は7,860百万円です。

純資産につきましては、14,180百万円となり、前連結会計年度末の13,625百万円から554百万円増加いたしまし

た。これは主に、利益剰余金が522百万円増加したことによるものです。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2023年３月期の連結業績予想につきましては、2022年５月13日に発表した「2022年3月期決算短信」の連結業績

予想より変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,496,356 27,942,166

受取手形、売掛金及び契約資産 10,484,625 10,344,003

商品 709,725 731,073

貯蔵品 20,326 14,897

その他 1,035,863 1,099,272

貸倒引当金 △3,131 △3,167

流動資産合計 37,743,765 40,128,245

固定資産

有形固定資産 3,226,419 3,103,960

無形固定資産

のれん 8,604 5,733

その他 1,175,685 1,235,823

無形固定資産合計 1,184,289 1,241,556

投資その他の資産

差入保証金 2,108,622 2,131,479

その他 2,303,168 2,168,137

貸倒引当金 △245,342 △212,781

投資その他の資産合計 4,166,448 4,086,835

固定資産合計 8,577,157 8,432,352

資産合計 46,320,923 48,560,598

負債の部

流動負債

買掛金 232,033 278,714

短期借入金 - 50,000

１年内返済予定の長期借入金 3,212,476 3,382,836

契約負債 10,289,761 8,331,114

未払金 6,555,913 8,055,407

未払法人税等 254,275 59,034

賞与引当金 868,345 477,840

資産除去債務 1,079 -

その他 2,393,706 3,928,837

流動負債合計 23,807,591 24,563,786

固定負債

長期借入金 7,631,917 8,477,816

役員退職慰労引当金 506,522 520,222

資産除去債務 355,387 358,706

その他 393,911 459,742

固定負債合計 8,887,739 9,816,487

負債合計 32,695,331 34,380,273

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,299,900 1,299,900

資本剰余金 799,691 799,691

利益剰余金 11,620,385 12,143,003

自己株式 △66,834 △66,834

株主資本合計 13,653,142 14,175,760

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 990 1,779

為替換算調整勘定 △28,540 2,783

その他の包括利益累計額合計 △27,550 4,563

純資産合計 13,625,592 14,180,324

負債純資産合計 46,320,923 48,560,598

- 5 -

ヒューマンホールディングス㈱（2415）2023年３月期 第３四半期決算短信



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年12月31日)

売上高 64,338,147 67,945,227

売上原価 48,012,884 51,223,156

売上総利益 16,325,263 16,722,071

販売費及び一般管理費 14,536,888 15,362,694

営業利益 1,788,374 1,359,376

営業外収益

受取利息 6,336 8,631

受取配当金 109 130

補助金収入 ※ 106,301 ※ 186,671

その他 100,232 93,431

営業外収益合計 212,980 288,865

営業外費用

支払利息 15,157 21,069

貸倒引当金繰入額 - 57,689

その他 28,433 21,461

営業外費用合計 43,590 100,220

経常利益 1,957,764 1,548,021

特別利益

固定資産売却益 518 7,000

関係会社株式売却益 - 28,335

特別利益合計 518 35,335

特別損失

固定資産除却損 1,422 37

固定資産売却損 141 -

関係会社株式評価損 1,042 46,221

減損損失 38,730 48,862

関係会社清算損 - 42,174

特別損失合計 41,336 137,297

税金等調整前四半期純利益 1,916,946 1,446,060

法人税等 775,397 591,662

四半期純利益 1,141,548 854,397

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,141,548 854,397

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年12月31日)

四半期純利益 1,141,548 854,397

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △32 788

為替換算調整勘定 △6,424 27,993

その他の包括利益合計 △6,457 28,782

四半期包括利益 1,135,091 883,180

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,135,091 883,180

非支配株主に係る四半期包括利益 - -

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

　新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、教育事業における在籍者数の減少や、介護事業におけるデイサービス

事業での稼働率低下、その他の事業のネイルサロン運営事業における営業時間の短縮・休業にともなう客数の減

少、スポーツ事業におけるチケット販売数の減少などにより売上の減少が生じておりました。

　ワクチン接種が進んだことなどにより、これらの影響が一定水準まで回復することを見込んでおりますが、コロ

ナ以前の水準に戻るには時間を要することを想定しております。

　このため、固定資産に関する減損損失の認識要否や繰延税金資産の回収可能性の判断、子会社株式及び関係会社

株式評価などにおいて、当第３四半期連結会計期間末で入手可能な情報に基づき、事業毎に影響の及ぶ期間（数ヶ

月や１年）や減収率に一定の仮定を置き、会計上の見積りを行っております。

　なお、前連結会計年度末時点の仮定から重要な変更はありません。

　前第３四半期連結累計期間

（自  2021年４月１日

　　至  2021年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間

（自  2022年４月１日

　　至  2022年12月31日）

CEWS(カナダ緊急賃金助成制度） 44,732千円 －千円

小学校休業等対応助成金 8,391 37,215

雇用調整助成金 2,460 286

必要経費補助金 19,527 6,099

（四半期連結損益計算書関係）

※　補助金収入

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、政府や各自治体から支給された給付金等を補助金収入として営業外収益

に計上しております。主な給付金の内訳としては、次のとおりであります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他（注） 合計

人材関連事業 教育事業 介護事業 計

売上高

外部顧客への売上高 37,447,200 16,797,319 8,360,009 62,604,528 1,721,986 64,326,515

セグメント間の
内部売上高又は振替高

112,459 53,078 3,775 169,313 477,631 646,944

計 37,559,659 16,850,398 8,363,784 62,773,842 2,199,618 64,973,460

セグメント利益又は損失（△） 1,252,917 217,407 276,818 1,747,142 △176,520 1,570,622

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,747,142

「その他」の区分の利益 △176,520

セグメント間取引消去 △44,925

各セグメントに配分していない全社損益（注） 262,677

四半期連結損益計算書の営業利益 1,788,374

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツ事業、ネイルサロ
ン運営事業、ＩＴ事業を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　各報告セグメントに配分していない全社資産において、移転が決定している事業所等の固定資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては「教育事業」では32,422千円、「介

護事業」では4,920千円、各報告セグメントに配分していない全社資産では1,387千円であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他（注） 合計

人材関連事業 教育事業 介護事業 計

売上高

外部顧客への売上高 39,202,744 18,203,824 8,537,181 65,943,749 1,989,352 67,933,102

セグメント間の
内部売上高又は振替高

137,223 47,130 1,450 185,803 683,959 869,763

計 39,339,967 18,250,954 8,538,631 66,129,553 2,673,311 68,802,865

セグメント利益又は損失（△） 823,245 398,265 72,915 1,294,427 △21,547 1,272,879

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 1,294,427

「その他」の区分の利益 △21,547

セグメント間取引消去 △46,167

各セグメントに配分していない全社損益（注） 132,665

四半期連結損益計算書の営業利益 1,359,376

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日 至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、スポーツ事業、ネイルサロ
ン運営事業、ＩＴ事業を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（注）主として持株会社（連結財務諸表提出会社）に係る損益であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　「人材関連事業」及び「介護事業」において、撤退が決定している事業所の固定資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

　さらに、「教育事業」を行う連結子会社が所有する一部の事業所において、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスとなる状況であるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上いたしました。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては「人材関連事業」では5,529千円、

「教育事業」では40,113千円、「介護事業」では313千円、各報告セグメントに配分していない全社資産では

2,905千円であります。
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